
１ カーボンニュートラル実現に向けた地域の実情に応じた支援

○ 2050年カーボンニュートラルの実現に向けた対応の柱となる，自動車産業における電動化の推進

や船舶産業における代替燃料への転換等について，生産拠点・設備の整備，技術開発，人材の育成

・確保，事業の高度化や事業転換・事業再構築など企業活動の継続強化に向けた投資促進，企業

間連携・再編等に向けた支援など，地域の産業と企業の実情に応じた多様な施策を充実すること。

○ また，企業活動を支える電力，動力，熱などに係るゼロカーボン，低炭素なエネルギーの調達につい

て，地域によって格差が生じないよう，施策を講じること。

２ 運輸部門における代替燃料の製造・普及への支援

○ 自動車や船舶などの運輸部門のカーボンニュートラルに貢献する， e-fuel等の合成燃料やバイオ

燃料の製造技術の確立や普及に対する支援を行うこと。

３ CO2の可視化に係る規格等の策定及び普及の推進

○ 自動車及び船舶をはじめとする輸出産業が不利益を被らないように，諸外国の動向も踏まえたCO2

の可視化（ライフサイクルアセスメント）の統一的なルールや規格を策定し，地域産業への普及を推

進すること。

国への提案事項

２ 地方創生の推進
（３） 地方の産業競争力の強化 ③ ｶー ﾎﾝ゙ﾆｭー ﾄﾗﾙ実現に向けた自動車産業及び船舶産業等への支援

【提案先省庁： 経済産業省，国土交通省】



〇 自動車産業及び船舶産業は，本県における主要産業
であるが，CASEやカーボンニュートラル（CN）への対応な
ど，最終組立メーカーからサプライヤー企業まで，競争
力の維持・向上のために大きな変革を迫られている。

〇 これら自動車産業及び船舶産業では，CNに向けて電
動化や代替燃料への転換等が必要となっているが，裾
野が広い産業であり，企業規模や業態，電動化等に係
る企業の課題は多岐にわたるため，地域や企業の実情
に応じた多様な政策的支援が望まれる。

〇 また，企業活動を支える電力，動力，熱などのエネル
ギーも脱炭素化を進めていく必要があるが，地域の電源
構成等に大きく影響を受けるため，地域間で格差が生じ
る懸念がある。

〇 加えて，自動車や船舶が担う運輸部門においては，当
面は既存の内燃機関が使用されること，電動化が難しい
領域があることなどから，ゼロカーボンないしは低炭素か
つドロップインが可能な代替燃料が必要である。

〇 なお，CNに向けた取組を適切に評価するためにはCO2

の可視化が必須であるが，地域産業が国際的にも競争
力を維持・向上するためには，統一的なルールや規格
の早急な策定が望まれる。

現状と課題

２ 地方創生の推進
（３） 地方の産業競争力の強化
③ ｶー ﾎ゙ﾝﾆｭー ﾄﾗﾙ実現に向けた自動車産業及び船舶産業等への支援

【成長戦略 実行計画】
2050年までに，温室効果ガスの排出を全体としてゼロに
する，すなわち2050年カーボンニュートラル，脱炭素社
会の実現を目指す。

【2050年カーボンニュートラルに伴うグリーン成長戦略】
成長が期待される14分野で課題と対応，工程表を策定

《カーボンニュートラルとグリーン成長戦略の関係》
● 運輸部門では，電動化を推進しつつ，バイオ燃料や
水素燃料を利用していく必要がある。

《自動車・蓄電池産業》
● 2035年までに，乗用車新車販売で電動車100％を

実現できるよう，包括的な措置を講じる。
● この10年間は電気自動車の導入を強力に進め，電

池を始め，世界をリードする産業サプライチェーンとモ
ビリティ社会を構築する。

● 関連産業には中小零細企業が多くを占める分野も
多いことから，電動化への対応の他，新たな領域への
挑戦，業態転換や多角化，企業同士の連携や合併
等を通じて，カーボンニュートラル実現に向けて，前向
きに取り組めるような産業構造を目指すべきである

《船舶産業》
● 2050 年において，船舶分野における水素・燃料ア

ンモニア等の代替燃料への転換を目指す。

国の取組状況等


